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第六章 損害賠償
第一節 知的財産権損害賠償の基本理論問題
一 損害賠償の概念
中国民法通則及び関係知的財産権法に規定する民事責任の方式により、本章の
標題は、「損失賠償」とすべきである。しかしながら、筆者の考えでは、知的財
産権権利侵害訴訟において、権利侵害者が負うべき賠償責任を「損失賠償」と称
するのは、あまり科学的ではない。何故かというと、「損失」と「損害」とは、
意味の異なる概念であるからである。損失とは、財産侵害によって生じた結果で
あり、損害とは、財産権及び人身権を侵害した結果で
(１)
ある。知的財産権侵害行為
は、権利者の財産権の損害をもたらすだけではなく、人身権の損害ももたらし得
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るから、本章は、「損害賠償」の概念を使用した。後述のように、損害賠償は、
複数の方法を含むが、本章は、その中の１つである経済賠償だけを論述する。経
済賠償は、「金銭賠償」（Monetary Damage）とも称され、「金銭を給付して権利
者の権利・利益が被った損害を補償し、損害事故が発生していないようにするこ
とを
(２)
指す」。
民法の基本原理によると、損害賠償の方法は、原状回復を原則とし、金銭賠償
を例外と
(３)
する。原状回復は、広義と狭義に分けられ、広義の原状回復とは、権利
を侵害される前の状態に回復することを指す。狭義の原状回復は、損害を受けた
財産を修復することである。すなわち所有者の財産が他人の不法侵害を被り損害
に遭ったとき、もし修理できるならば、所有権者が加害者に対して修理を通じ
て、財産の原状回復を求めることがで
(４)
きる。知的財産権訴訟においては、広義の
原状回復問題に及んでいることは間違いない。たとえば、他人の知的財産権を不
法に譲渡した場合、譲渡人及び譲受人は、侵害を被った権利を元の状態に回復さ
せる責任を有する。つまり、不法に譲渡された知的財産権を再びその権利者の所
有に戻さなければなら
(５)
ない。知的財産権の客体は無形であるから、それは当該客
体の非損耗性を決定する。故に知的財産権侵害訴訟においては、狭い意味での原
状回復の問題が存在しない。したがって、金銭賠償が知的財産権侵害の損害賠償
の最も基本的な責任形式である。
損害は、財産損害と非財産損害に分けられ、この二種類の損害の加害者は共に
賠償責任を負う。財産上の損害賠償については、財産関係の原状を回復すること
が目的である。しかし、非財産損害の賠償については、主に被害者に対して謝罪
すると同時に、加害者に制裁を与
(６)
える。
(１) 王利明＝楊立新『侵権行為法』法律出版社、1996年12月第１版、55頁。しかし、中国の
司法実践及び一部の著作権において、「損害」と「損失」は、互換的に使用される二つの概
念であり、たとえば、「精神損害」と「精神損失」、「商業信用・名誉損害」と「商業信用・
名誉損失」等がある。
(２) 曾世雄『損害賠償法原理』三民書局、1996年第２版、179頁。
(３) 同上、173頁。
(４) 前掲注１、104頁。
(５) 私見では、不法に他人の知的財産権を譲渡するのは、一種の間接権利侵害である。たと
えば、北京世都百貨有限公司が世都同盟商業管理有限責任公司、第三者胡鎮江に対して、そ
の登録商標を譲渡する行為の無効確認訴訟についての北京第一中級人民法院（2000）一中初
字第14号民事判決。筆者の考えでは、原告が被告及び第三者に対して権利侵害訴訟を選択す
ることもできる。
(６) 前掲注１、59頁。
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二 賠償範囲
賠償範囲は、賠償権利者の角度から見ると、加害行為によりもたらされた損害
の大きさであり、賠償義務者は、賠償権利者が受けた損害に対して賠償責任を
(７)
負う。中国民法通則第117条第２，３項、最高人民法院の「中華人民共和国民法通
則を貫徹執行するうえでの若干の問題に関する意見」(
(８)
試行）第142～147条及び
第150条、最高人民法院の「民事権利侵害の精神損害賠償責任者の確定について
の若干の問題の
(９)
解釈」第８条は、賠償の範囲について、財産の実際の損失及び精
神的利益の実際損害とする。知的財産権の領域においては、改正後の著作権法
は、権利侵害者が権利者の実際の損失により賠償しなければならない、と明確に
規定して
(10)
いる。改正後の特許法及び商標法にも類似の規定が
(11)
ある。
実際の財産損失は、直接損失及び間接損失を含む。通説によれば、直接財産損
失は、侵害行為がもたらした権利者の現在の所有財産の減少である。間接財産損
失は、侵害行為がもたらした権利者の期待できる利益の損失を指す。精神損害に
おいて、権利の回復のために支出した費用は直接損失とする。精神損害により減
少した利益は、間接損失と
(12)
する。実践では、権利者が受けた損失は、実際損失と
予想損失の二種類に分けられる。実際損失は、権利者が訴を提起する時又は判決
が下される前に受けた損失のことを指す。また、予想損失は、侵害行為が権利者
に不利な影響をもたらし又は損害の継続により生じた損失、あるいは将来に生じ
得る損失である、と主張する論者が
(13)
いる。私見では、ここでいう実際損失と本文
にいう損害賠償範囲としての実際損失の内容は違う。権利者がすでに予見し又は
予見可能で、且つ期待できる利益の損失は、一種の間接損失であり、実際損失と
して賠償すべきである。知的財産権侵害行為は、権利者に予想損失を与えるケー
スが珍しくない。最も典型的な事例は、知的財産権者自身がすでに有しているあ
る知的財産権について、他人との間に譲渡又は実施許諾（ライセンス）の合意に
達したが、知的財産権侵害行為が生じたため、当該知的財産権の市場価額の喪失
(７) 前掲注２、173頁。
(８) 1988年４月２日法（弁）発［1988］６号。
(９) 2001年３月８日発布、法釈［2001］７号
(10) 中華人民共和国著作権法（2001）第48条。
(11) 中華人民共和国特許法（2000）第60条、中華人民共和国商標法第56条。この二つの法律
は、「実際損失」ではなく、「権利侵害により受けた損失」という表現を用いているが、ここ
でいう損失は、権利者が権利侵害行為により受けた実際の損失である、と解さなければなら
ない。
(12) 前掲注１、326頁。
(13) 董天平等「著作権損害賠償問題検討会綜述」『知識産権』、2000年第11期。
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又は低下をもたらし、又は譲受人あるいは実施許諾者（ライセンサー）が知的製
品の将来について疑問を抱き、当該知的財産権の譲渡又は実施許諾の機会を喪失
させてしまうといった事例である。このような場合、当該知的財産権の市場価値
の喪失又は低下は、権利者が受けた直接損失であり、加害者が賠償しなければな
らない。もし権利者が譲渡又は実施許諾の機会を喪失し、これにより生じた譲渡
又は実施許諾費の損失は、一種の予想利益損失であり、間接損失として賠償を受
けなければならない。
知的財産権損害賠償の範囲を確定するとき、以下の問題は特に検討を要する。
(一）精神損害を賠償範囲に含めるべきか
精神的損害賠償は、知的財産権侵害訴訟において、注目されている問題であ
る。最高人民法院が関連司法解釈を公布するまでは、知的財産権の司法実践にお
ける精神損害の主な問題は、以下の通りであった。①自然人が提起した精神損害
が財産権侵害により生じた場合、たとえばある特許権侵害紛争において、自然人
たる特許権者が、訴訟で自らの特許権が侵害されたことを聞き、「雷が頭に落ち
たようなショックで、その場で意識を失ってしまった」と訴えた。このような場
合、権利侵害行為が権利者にもたらす影響ないし精神損害が如何に重大であるか
わかる。②法人又はその他の組織が提起する精神損害賠償である。中国最高人民
法院は、2001年３月８日に「民事権利侵害の精神損害賠償責任者の確定について
の若干の問題の
(14)
解釈」を公布し、この二つの問題を解決した。当該司法解釈第１
条及び第４条は、自然人の人格権が侵害を受け、又は人格の象徴的な意義を有す
る特定の記念物品が毀損を被り、裁判所に精神損害賠償を求めた場合、裁判所は
受理しなければならないと定めている。第５条は、法人又はその他の組織は、人
格権が侵害されたことを理由に、裁判所に対して精神損害賠償請求を求めても、
裁判所は、これを受理しない。しかし、当該司法解釈は、自然人がその著作権中
の人身権の侵害を受けたときに精神損害賠償請求を提起できるか否かを明確にし
ていない。法理上から言えば、人身権は、人格権と身分権の総称である。人格権
とは、権利者自身の人格上に存在する権利、すなわち権利者自身の人格利益を対
象とする権利である。身分権とは、一定の身分関係上に存在する権利、つまり親
族権すなわち夫権、親権、家長権等の権利で
(15)
ある。したがって、著作権法におけ
る人身権は、実質上身分権に属さず、人格権に過ぎない。同様に、本書第一章第
一節において言及したヘーゲルの「財産権人格理論」によると、作品は作者の人
格的体現であり、著作権中の人身権もまた人格権でなければならない。この種の
(14) 法釈［2001］７号、2001年２月26日最高人民法院裁判委員会第1116回会議採択、2001年
３月10日施行。
(15) 梁慧星『民法総論』法律出版社、1996年、64頁。
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人格権は、上述の司法解釈第１条に言う「人格尊厳権」に属する。「人格尊厳権」
は、理論上「一般人格権」と称されて
(16)
おり、主体の全人格利益を対象とする包括
的な権利で
(17)
ある。したがって、著作権者は、その人身権を侵害する行為に対して
当該司法解釈により、精神損害賠償請求を提起することができる。
著作権者が精神損害賠償請求を提起する場合、当該請求を支持できるか否か
は、主に侵害行為が権利者に重大な結果をもたらしたか否かによって決定され
る。重大な結果が生じていないときは、精神損害賠償請求は、一般的には支持さ
れない。重大な結果を招いた場合、裁判所は、加害者に対して相応の精神損害賠
償慰謝料を賠償するように命じることがで
(18)
きる。
(二）商業信用・名誉への損害は賠償範囲に入れるべきか
商業信用・名誉は、商業の信用・名誉及び商品の名声・信用を
(19)
含む。商業信
用・名誉は、経営者が経営過程において蓄積してきた重要な無形財産の一種であ
り、消費者又は社会公衆の当該経営者又は製品・サービスに対する認知の程度を
体現している。一部の不正競争紛争、たとえば捏造した情報又は虚偽の事実を流
し競争相手に損害を与える不正競争紛争において、商業信用・名誉の損失は権利
者の主な損害をなす。しかし、商標権侵害事件においては、加害者が権利者の商
標権に損害をもたらすと同時に、権利者の商業信用・名誉にも損害をもたらす可
能性がある。たとえば、他人の登録商標を無断で使用した事件において、加害者
の無断使用が、当該商標の体現する商業信用・名誉を窃取したとしよう。もし権
利侵害者の製品又はサービスの質が劣悪であれば、権利者の商業信用・名誉にも
損害をもたらしてしまう。この種の商業信用・名誉の損害賠償は、また権利者に
重大な結果をもたらすか否かにもよる。重大な結果をもたらしていない場合は、
被告に対して権利者への影響を除去し又は影響を除去するための一定の費用を支
払うように命じることができる。重大な結果をもたらし、かつ影響を除去するだ
けでは権利者の損害への塡補に足りない場合は、商業信用・名誉の損害も賠償範
囲内に入れるべきである。国の内外において商業信用・名誉の損害に対して賠償
を命じる判例が
(20)
ある。
(16) 唐徳華主編「最高人民法院『 于 定民事侵権精神損害賠償責任若干問題的解釈』的理
解与 用」人民法院出版社、2001年、９頁。
(17) 前掲注15、105頁。
(18) 最高人民法院「民事権利侵害の精神損害賠償責任の確定についての若干の問題に関する
解釈」第８条。
(19) 中華人民共和国不正競争防止法第14条。
(20) 米国鴻利国際公司が北京市西城区馨ファーストフードレストランの不正競争を訴えた事
件である。北京市第一中級人民法院（1994）中経知初字第568号民事判決。Big  O Tire
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(三）権利者が権利侵害を調査・制止するために支出した合理的な費用は、賠
償の範囲内に含めるべきか否か
１ 訴訟費用
権利者が権利侵害を調査・制止するために支出した費用の中には、訴訟費用す
なわち裁判所に支払う事件受理費・財産保全などの費用も含めるべきである。中
国では、訴訟費用は、敗訴した側が負担する。したがって、権利者が勝訴した場
合、訴訟費用は加害者が負担しなければならない。訴訟費用は単独で計算し、賠
償額の中には算入されないが、これは権利者に対する法的保護の現れである。知
的財産権訴訟においては、権利者が実体勝訴をすればそれでよいというわけでな
く、訴訟費用の全額が加害者によって負担されなければならない。もし権利者が
求めた賠償額と裁判所が最終的に判断した金額の差が大きければ、裁判所が認め
ていない部分の訴訟費用は、権利者が自己負担をしなければならない。たとえ
ば、原告が求めた賠償額は、1000万元とし、裁判所は実体審理を経て被告に対し
て50万元の賠償額を命じた場合、被告はこの50万元の訴訟費用しか負担しなくて
よい。残りの訴訟費用は、原告が負担しなければならない。公平原則から考える
と、このような処理方法にも一定の合理性がある。というのは、残りの950万元
の目的額は、原告の敗訴であり、したがって原告が訴訟費用を負担しなければな
らない。この方法は、権利者が自己の訴権を正しく行使するように促し、権利濫
用を防止するのが目的で
(21)
ある。
２ 公証費用・物証の購入費・資料印刷・製本費用・交通宿泊費・審査・会計
費及び弁護士の費用
権利者が権利侵害を調査・制止するために支出した費用は、訴訟費のほか、公
証費、物証購入費、資料印刷・製本費、交通宿泊費、審査・会計費及び弁護士の
費用をも含む。これらの費用は、損失として加害者が賠償すべきか否かについ
て、中国における知的財産権の司法実践においては変化の過程がみられる。中国
の従来の民事裁判の実践では、上述の費用は基本的に賠償の対象とされてこなか
(22)
った。最高人民法院は、ある事件の回答において、事件の具体的な状況により、
加害者が権利者に対して「訴訟により支出した合理的かつ必要な費用について、
情状酌量して賠償をしなければなら
(23)
ない」と明確にした。しかし、知的財産権裁
判のケースはやや異なっている。その原因は二つある。先ず、中国の知的財産権
aff’d,562F.2d 1365(10?Cir.1977).
(21) 拙著『知識産権実務及案例探析』法律出版社、1999年、163頁。
(22) 前掲注１、326頁。
(23) 最高人民法院「徐良が上海文化芸術報社、趙偉昌の名誉権侵害を訴えた事件に対する回
答」1989年12月12日、（89）民他字第28号。
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裁判の専門化の展開に伴い、一部の裁判所は、権利者が権利侵害を制止するため
に支出した合理的な費用の賠償を試験的に認めるようになった。たとえば、北京
市中級人民法院は、知的財産法廷を設立した後、一連の知的財産権侵害訴訟にお
いて、被告に対して、原告が権利侵害を制止するために支出した合理的な費用
（弁護士費用を含む）を賠償するように命
(24)
じた。第二の原因は、中国知的財産権法
体系の重要な構成部分である不正競争防
(25)
止法の第20条にあり、当該法律の規定に
違反した経営者は、被害経営者がその合法的な権利・利益を侵害する不正競争行
為を調査するために支出した合理的な費用を負担しなければならない、と規定し
ている。この規定は、裁判所が不正競争事件において、加害者に対して権利者が
訴訟のために支出した合理的な費用を賠償するように命じるための法律根拠とな
る。WTOに加盟後の状況に対応するため、中国の知的財産権法を Trips協定と
一致させるため、中国の主な知的財産権法は、2000年～2001年の改正に際して、
すべて権利者が権利侵害を制止するために支出した合理的な費用を加害者は賠償
しなければならないとの内容を加
(26)
えた。これにより、中国の現行知的財産法は
Trips協定第45条第２項と一致することに
(27)
なり、裁判所は、知的財産権侵害訴訟
において権利侵害者に対して権利者の権利侵害を制止するために支出した合理的
(24) たとえば、北京パリ大磨坊食品有限公司が北京太陽城商場を商標専用権侵害を理由に訴
えた事件において、裁判所は、被告に対して原告の弁護費用2000元、証拠調査費用2020元、
権利侵害食品の購入費用765．55元を支払うように命じた（北京市中級人民法院（1993）中知
初字第623号民事判決）。北京製香工場が保定市古城工芸香工場を商標権侵害を理由に訴えた
事件において、一審裁判所は、被告に対して原告の代理費用及び証拠調費用9080元を支払う
ように命じた（北京市中級人民法院（1995）中知初字第19号民事判決書）。保定工芸健身器
材工場が北京市朝陽華新工芸品工場を特許権侵害を理由に訴えた事件において、一審裁判所
は、被告に対して原告の証拠調費用、訴訟代理費用合計4000元を支払うように命じた（北京
市中級人民法院（1992）中経字第573号民事判決）。
(25) 中華人民共和国不正競争防止法（1993年９月２日第八期全国人民代表大会常務委員会第
三回会議採択、1993年12月１日施行）。
(26) たとえば、改正後の著作権法第48条は、権利侵害者の権利者に対する賠償金額の中に、
権利者が権利侵害行為を制止するために支出した合理的な支出を含めなければならない、と
規定する。2001年改正の商標法第56条は、商標権侵害の賠償額は、権利侵害を受けた者が権
利侵害行為を制止するために支出した合理的な費用を含む、と規定する。最高人民法院が
2001年６月22日に公布した「特許紛争事件の審理に使用する法律問題についての若干の規
定」の第22条は、裁判所は、権利者の請求及び具体的な事件の状況により、権利者が権利侵
害を調査、制止するために支出した合理的な費用を賠償金額として算定することができる、
と定める。
(27) Trips協定第45条第２項は、司法当局は、権利侵害者に対して、権利者に弁護士費用
（attorney’s fee）を含む関連費用を支払うように命じる権限を有する、と規定する。
翻 訳（小口・胡) 279
な費用を賠償するように命じるための法的根拠を提供することにもなった。
権利者が権利侵害を制止するために支出した費用について、権利侵害者が賠償
しなければならない問題は、中国法ではすでに解決済みであるようにみえるが、
実は、そうではない。何故なら、理論及び実践において、弁護士の費用又は代理
費は、権利者が訴訟のために支出した合理的な費用の一部として賠償の対象とな
るのかという問題が依然として存在するからである。Trips協定第45条第２項に
よれば、司法当局は、権利侵害者に対して権利者に関連費用を支払うように命じ
ることができ、適当な弁護士費用（Attorney’s Fee）を含めることができる。こ
の条項は、権利侵害者に対して権利者に弁護士費用を支払うように命じることが
できると規定しているが、それは各加盟国が履行しなければならない義務ではな
い。したがって、中国の裁判所が、権利侵害者に対して、権利者に弁護士費用を
賠償させてもさせなくても、Trips協定には反しない。
中国知的財産権の司法保護の歴史から見ると、知的財産権専門の裁判を最も早
く展開してきた北京市中級人民法院（及び後の北京市第一、第二中級人民法院）は、
権利者が勝訴した場合、権利侵害者に対して権利者に合理的な弁護士費用を支払
うように命じ、当該費用は、権利侵害を制止するための合理的な費用の一部分と
して賠償を与
(28)
えた。コンピューターソフトの著作権侵害紛争について、北京市高
級人民法院は、かつて指針となる文書を作成し、弁護士費用の賠償問題を詳細に
規定して
(29)
いた。しかしながら、実践においては、弁護士費用の賠償について、絶
えず論争がなされてきた。反対論者の主な理由は、中国では弁護士費用を賠償す
る法律根拠がないことである。論争の結果として、権利侵害者は権利者に合理的
な弁護士費用を賠償すべきことを堅持し、かつ判決書において弁護士費用の額を
明記してきた裁判所は、その後の判決書の中では、権利者の弁護士費用問題を明
確にせず、権利侵害者が賠償すべき権利者の支出した合理的な費用の額（弁護士
費用を含むが、判決書において明確にせず、金額も明記しない）を一括して確定する
ようになった。このことから、弁護士費用の賠償についての裁判所の「心労」が
わかる。弁護士費用の賠償問題についての論争は、知的財産権の主要部門法の改
正、WTOの加入により、終止符を打った。たとえば、（米国）宝潔公司が北京
国網情報有限責任公司に対してインターネットのドメインネーム侵害を理由に訴
えた事件において、一審裁判所は、敗訴の被告に対して原告に一定の弁護士費用
を賠償するように命じ、二審裁判所は、2001年11月15日に終審判決を下し、「弁
護士に委託し訴訟を代理してもらうのは当事者の権利であり、当事者が権利を行
(28) 前掲注24参照。
(29) 北京市高級人民法院「コンピュータソフトの著作権紛争事件の審理についてのいくつか
の問題の意見」1995年６月21日公布の７「賠償について」参照。
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使するとき、これにより生じた費用は他人が支払う必要がないから、宝潔公司が
本件のために支出した弁護士の費用は、国網公司が賠償する必要がない」と判
(30)
じた。
弁護士費用を賠償すべきかどうかの論争の焦点は、当該費用が中国の現行知的
財産権法に規定する、権利侵害を制止するために支出した合理的かつ必要な費用
に当たるかどうかということで
(31)
ある。筆者は、以下のいくつかの側面からこの問
題を論述したい。
(１）外国法の場合
Trips協定第45条第２項は、弁護士費用の賠償問題について強行規定として設
けていない。それは、協定の起草者が各加盟国の法律は弁護士賠償についての多
様性を充分に考慮したことによるものと思われる。世界の主要国では、弁護士費
用の賠償問題に対して主に２つのやり方がある。１つは、ドイツ及びイギリスの
やり方である。たとえば、ドイツ法では、弁護士費用を訴訟費用の一部分とし、
敗訴した当事者が負担
(32)
する。イギリス法によると、敗訴側は弁護士費用を含む勝
訴側の費用を賠償しなければならない。これはいわゆる「イギリス規則」
（British Rule）で
(33)
ある。もう１つは、米国のやり方である。法律に規定する例外
的場合を除き、勝訴側の弁護士費用は敗訴側に賠償させてはならないとするもの
で、それは判例及び立法により形成された「米国規則」（American
(34)
Rule）であ
る。法律に規定する例外的場合とは、たとえば反トラスト事件（Antitrust Cases）
で、勝訴の原告に対して、裁判所は被告が当該原告に３倍の賠償金及び弁護士費
用を支払うように命じなければならない。公民権事件では、1964年の公民権法案
第２編の規定によると、裁判官の自由裁量権の枠内で、勝訴の原告は、弁護士費
(30) 北京市高級人民法院（2001）高知終字第83号民事判決。
(31) たとえば、改正後の著作権第48条は、権利侵害者の権利者に対する賠償金額の中に権利
者が権利侵害行為を制止するために支出した合理的な費用を含めなければならない、と規定
する。2001年に改正された商標法第56条は、商標権侵害の賠償額は、権利侵害被害者が権利
侵害行為を制止するために支出した合理的な費用を含む、と規定する。最高人民法院が2001
年６月22日に公布した「特許紛争事件の審理に際して適用する法律問題についての若干の規
定」第22条は、裁判所は、権利者の請求及び具体的な状況により、権利者が権利侵害の調
査、制止のために支出した合理的な費用を賠償金額として算定することができる、と規定す
る。
(32) 谷口安平（王亜新＝劉栄軍訳）『程序的正義与訴訟』中国政法大学出版社、1996年、56
頁。
(33) Alyeska Pipeline Service Co.v. Wilderness Society,421U.S.240,1975,95S.Ct.1612,
44L.Ed.2d 141.
(34) 同上
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用の賠償を得る権利を有する。しかし、米国最高裁判所は、裁判官がこの問題に
おいて自由裁量権を有するものの、一般に、裁判官はこの賠償を命じなければな
らないと判断して
(35)
きた。米国の議会がこの二種類の事件において、敗訴の被告に
対して原告の弁護士費用を賠償するように規定したのは、この二種類の事件が公
序に関連しているので、議会は私人による法の実現（Private Enforcement  to
 
Implement Public Policy）に頼ることになる（国会は原告が“私的司法長官”の役割
を果たすように期待して
(36)
いる）と考えたからである。弁護士費用の賠償は、個人訴
訟（Private Litigation）の提起のインセンティブになる。たとえば、公民権事件
において、人種・民族差別の被害者に対して『公民権法案』の第２編により法律
上の救済を求めるように促して
(37)
いる。「米国規則」は知的財産権侵害訴訟にも適
用される。しかし、米国知的財産権の成文法は、弁護士費用の賠償問題について
「米国規則」とは異なる例外規定を設けており、判例も詳細な解釈を行い、知的
財産権侵害訴訟における弁護士費用の賠償問題の研究にとって、意義を有する。
米国著作権法第505条は、著作権侵害訴訟において、「裁判所は、……勝訴側の
合理的な弁護士費用を費用の一部として賠償をさせることができる」と規定して
(38)
いる。しかしながら、この規定の執行に関して、米国連邦巡回上訴裁判所の間で
は、勝訴の原告・被告の弁護士費用の賠償問題において分岐が生じている。たと
えば、第９巡回上訴裁判所は、いわゆる「ダブル・スタンダード」（Dual  Stan-
dards）を適用し、勝訴の原告に対しては、裁判所は一般に当然のように弁護士
費用の賠償を認めるが、勝訴の被告に対して、原告が当該訴訟の提起は軽率であ
り悪意に基づくものであることを証明しなければならないとしている。しかし、
他の裁判所、たとえば、第３巡回上訴裁判所は、勝訴側の弁護士費用の賠償につ
いて平等に扱っており、敗訴側の悪意を証明する必要はなく、すべての事件にお
いて勝訴側の弁護士費用の賠償を命じるわけでもない。この種の基準は、単一基
準又は「公平なアプローチ」（Evenhanded
(39)
Approach）と呼ばれている。この対立
を解消するため、米国連邦最高裁判所は、Fogerty v. Fantasy, Inc.事件におい
て移送命令（Granted
(40)
Certiorari）を出し、審理後、米国著作権法第505条により
(35) 同上。
(36) Fogerty v.Fantasy, Inc.510U.S.517,1994.米国では、公序に関連する事件において、
一般に司法省が訴訟を提起するが、反トラスト、公民権事件において公序問題に関わる場
合、国会は、個人の訴訟提起を認めるのは、原告が司法省の役割を果たすように期待するか
らで、故に裁判所は、原告を「私的司法長官（private Attorney General）と称する（筆者
注）。
(37) 前掲注33。
(38) Copyright Act of1976,17U.S.C.?505.
(39) Lieb v. Topstone Industries, Inc.,788F.2d 151,156(C.A.31986).
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弁護士費用の賠償問題において原告・被告を区別して扱うやり方を支持せず、ま
た、この種の「ダブル・スタンダード」も著作権法の立法目的を実現する最もよ
い方法ではないとの判断を示した。すなわち、権利侵害の抑制は著作権法の目的
の１つではあるが、著作権法の最終目的は、創作的な作品の伝播を通じて社会大
衆に利益をもたらすことである。権利侵害者が著作権侵害訴訟で成功した抗弁
は、著作権者が権利侵害訴訟を勝ち取ったのと同じように、著作権法の目的の実
現を促進する。著作権法第505条の文言は、その適用が「イギリス規則」ではな
いことをはっきりと示している。つまり、勝訴側は当然のように弁護士費用の賠
償を獲得するわけではなく、弁護士費用の賠償は、依然として裁判官の自由裁量
権の範囲内に
(41)
ある。
米国では、特許権侵害事件と商標権侵害事件における弁護士費用の賠償基準は
同じであり、「裁判所は、特別な事件において勝訴側に合理的な弁護士費用を賠
償するように命じることができる」ので
(42)
ある。この二種類の紛争において、法律
に規定する弁護士費用の賠償基準、すなわち「特別な事件」（Exceptional
 
Cases）基準は、米国著作権法に規定する弁護士費用の賠償基準よりさらに高い。
したがって、裁判所は、勝訴側に合理的な弁護士費用の賠償を決定するまえに、
まず当該事件が「特別な事件」に当たるかどうかを判断しなければならない。あ
る事件が、以下に掲げる事由の１つに当たる場合は、「特別な事件」と見なされ
る。①一方当事者の不正行為により訴訟をもたらしたこと（権利侵害者の故意権
利侵害、又は特許権者あるいは商標権者が権利を獲得したときの詐欺又はその他の不正
行為）。②一方当事者に訴訟中に不正行為があること（たとえば、証拠開示手続を
乱用し、訴訟手続に従わず、差止命令に違反する
(43)
こと）。商業秘密を侵害する事件に
おける勝訴側の合理的な弁護士費用の賠償は、また異なる基準を有する。米国の
(40) 510U.S.517,1994
(41) Fogerty v. Fantasy, Inc.,510U.S.517,1994.
(42) 15U.S.C.A.?285,“The court in exceptional cases may award reasonable attorney
 
fees to the prevailing party.”
(43) 特許権侵害事件について、Sensonics, inc. v. Aerosonic Coorp., 81F. 3d 1566, 1574
(Fed.Cir.1983）；商標権侵害判例について、Stephen W.Boney,Inc.v.Boney Serv.,127F.
3d821,826(9?Cir.1997),(“malicious,fraudulent,deliberate or willful”infringement);
Orient Express Trading Co. v.Federated Dept.Stores, Inc.,842F.2d650(2d Cir,1988),
(fee award to defendant where plaintiffs fraudulently obtained registrations to capital-
ize on defendant’s profits an to instigate vexatious litigation);Walt Disney Co.v.Great
 
American Corp.,28U.S.P.Q.2d 1130,1135(M.D.Tenn.1993),(awarding attorney’s
 
fees where concealment of records and other flagrant abuses of discovery demonstrate
 
bad faith).
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統一トレード・シークレット法第４条は、裁判所が勝訴側に合理的な弁護士費用
の賠償を命じる３種類のケースを明確にした。すなわち①悪意でトレード・シー
クレット権利侵害訴訟を提起した場合、②悪意で差止命令の終了動議を提起し、
又は差止命令を拒んだ場合、③故意又は悪意をもってトレード・シークレットを
窃取した場合、で
(44)
ある。つまり、当事者の悪意での権利侵害行為又は訴訟行為
は、敗訴側に対して勝訴側に合理的な弁護士費用を賠償することを命じる際の重
要な基準をなす。
この他、米国裁判所は、権利侵害訴訟においていわゆる「勝訴側」及び「合理
的な弁護士費用」についても解釈を示している。最高裁判所は、「勝訴した原告」
を「原告が実体的な救済を獲得し、被告に対して原告の利益のためにその行為を
改めさせ、よって双方の法律関係に実質的な変化が生じた場合は、原告の勝訴に
(45)
なる」と定義した。もし一方の当事者が事件の一部分について勝訴し、相手方当
事者が事件のその他の部分で勝訴した場合には、裁判所は、弁護士費用の賠償を
命じなくてよく、又は当事者が勝訴している範囲内で弁護士費用の賠償を命じる
ことがで
(46)
きる。合理的な弁護士費用の金額の確定も一審裁判所の自由裁量権範囲
内の事柄で
(47)
ある。裁判所は、時々、実際の支出費用を基準に、多くの場合は一連
の要素を衡量して金額を確定するなど様々な方法を使い合理的な弁護士費用の金
額を決
(48)
める。弁護士費用は、また専門家証人、食事・宿泊費及び弁護士アシスタ
ントの費用をも含めることがで
(49)
きる。
(２）中国法の選択
2000年、最高人民法院知的財産権審判廷（現民事３廷）が主催した、裁判官及
び弁護士の参加した賠償問題のある研究会において、多数の裁判官及び一部の弁
護士は、権利侵害を認定する場合、一概に権利侵害者に対して権利者の弁護士費
用を負担するように判じてはならないと主張
(50)
した。また、中国の現行法律、法規
及びWTOの関連規則により、関連の弁護士費用は、賠償額として計算するこ
(44) 1979Uniform Trade Secrets Act?4.米国の多くの州は、当該法律により州独自のトレ
ード・シークレット法を設けている。
(45) Farrar v. Hobby,506U.S.103,113S.Ct.566,121L.Ed.2d494(1992),“A plaintiff
 
prevails when actual relief on the merits of his claim materially alters the legal
 
relationship between the parties by modifying the defendant’s behavior to the plaintiff’
s benefit.”
(46) Beckman Instruments, Inc.v.LKB Produkter AB,892F.2d1547,1553-54(Fed.Cir.
1989).
(47) Hughes v. Novi Am., Inc.,724F.2d 122,124(Fed.Cir.1984).
(48) 7Donald S.Chisum,Chisum on Patents,?20.03,［4］［c］［vii］at 20-516-16(2000).
(49) 28USC?1961(a).
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とができるが、一律に賠償範囲の中に入れる必要がない、と主張する裁判官も
(51)
いる。これらの主張は、米国法上のいわゆる「米国規則」に類似する。
しかし、筆者は、弁護士費用の賠償はドイツ又はイギリスのやり方、すなわち
権利者が権利侵害を制止すために支出した合理的な弁護士費用は加害者が賠償し
なければならないとの方法を採用すべきであると考える。その具体的な理由は、
以下の通りである。
第１に、知的財産権侵害訴訟は、民事訴訟である。民事訴訟の審理とは、法に
よる裁判を意味しており、いわゆる「当事者主義原則」（弁論主義）のもとでは、
裁判所は当事者が提出した資料や証拠により判断し、当事者が法律により自己の
抗弁主張を提出し、かつ適切な資料を提出して裁判所に解決を求める。個別の状
況を除き、当事者本人のこの方面の能力は弁護士より遥かに
(52)
弱い。知的財産権法
自体は、きわめて専門性の強い分野である。たとえば、営業秘密の構成、特許権
利の解釈、著作権侵害の判断などの問題は、どれも複雑な法律及び事実に関わる
問題である。これらの問題は、通常、多くの弁護士にとってすら難しく、訴訟経
験が全くない素人にとっては言うまでもないことである。したがって、権利者が
自らの権利を守るために弁護士に依頼することにより支出した費用は、合理的か
つ必要な費用であり、法律の公平・正義の価値判断からみれば、権利侵害者がこ
れを賠償しなければならない。
第２に、加害者が権利侵害の故意・悪意を有するか否か、及び訴訟において不
正行為を実施したか否かは、権利者に対する実際損害の賠償に影響を与えてはな
らない。上述のように、米国における知的財産権侵害訴訟では、加害者の故意・
悪意の権利侵害、又は訴訟において不正行為をはたらくことは、裁判所が権利者
に弁護士費用への賠償を考える際の重要な要素をなす。しかし、民法理論からい
えば、加害者の権利侵害の故意又は悪意は、一般にはその賠償責任にとって影響
は生じない。また、権利者にとって、権利侵害訴訟を提起する際に、加害者が権
利侵害の故意又は悪意があるかどうかの判断は、とても難しい。同様に、同じく
勝訴した知的財産権者にとっても、ある人は弁護士費用の賠償を得、別の人は賠
償してもらえなければ、不公平である。同じ敗訴の加害者であるにもかかわら
ず、弁護士費用への賠償責任を負う者と負わない者が出てくる点は、不公平であ
る。
(50) 前掲注13。
(51) 蔣志培「入世後中国知識産権司法保護的幾個問題」『中国特許与商標』2002年第２期、
５頁。
(52) 谷口安平（王亜新＝劉栄軍訳）『程序的正義与訴訟』中国政法大学出版社、1996年、75
頁。
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第３に、弁護士費用の賠償は、Trips協定の強行条項ではない。Trips協定
は、各加盟国が知的財産権を保護する際の最低基準であるが、知的財産権に対す
る当該基準以上の保護に反対しない。中国における知的財産権保護は、自国の科
学技術の進歩、文化市場の繁栄を促進し、市場秩序をルール化し、世界各国の科
学・技術と経済の協調関係を維持するためである。言い換えれば、われわれは自
身の利益のためであって、他人の利益のために知的財産権を保護するのではな
い。権利者の合理的な弁護士費用の賠償について、権利者が受けた実際損害をす
べて賠償することは、中国の知的財産権制度の根本的な目的の実現にとって有利
である。
(３）弁護士費用の賠償に関連する二つの問題
実務において弁護士費用の賠償に関連する二つの問題が存在する。１つは、非
弁護士の代理費用は、加害者が賠償すべきかという問題である。Trips協定第45
条第２項にいう「弁護士費用」、及び上述した「英国規則」ないし「米国規則」
の中の「弁護士費用」に対応する英語は、「Attorney’s Fee」である。しかし、
「Attorney」は、英語において２つの意味、すなわち、一般に代理人であると解
される場合と「弁護士」を意味する場合とが
(53)
ある。したがって、われわれは、
Trips協定及び英米法上の「Attorney’s Fee」を「弁護士費用」として訳すこと
ができる。もし権利者の代理人が弁護士ではなければ、代理人に支払った費用
は、加害者が賠償すべきか否か。筆者は、もし権利者が依頼した代理人が弁護士
ではなく、又はその他の一定の手続きを通じて取得した知的財産権業務に従事す
る資格者、たとえば、特許代理人、商標代理人又は著作権代理人でなければ、当
該費用を賠償してはならないと考える。弁護士又はその他の知的財産権業務に従
事する者は、長期間に亘って厳しい訓練を経て育成された専門家であり、これら
の専門家が権利者を代理してこの種の専門的、複雑な知的財産権権利侵害訴訟に
参加することは、権利者の利益の保護にとってメリットがあるだけではなく、司
法の効率を高める点からみてもメリットがある。中国の弁護士業は、依然として
遅れた状況にあり、弁護士又は知的財産権業務に従事する者が受け取った代理費
用に限って賠償を与えることにより、権利者が弁護士又は知的財産権専門家に代
理人として依頼するように促し、弁護士業の発展を促進する必要がある。知的財
産権侵害訴訟において、権利者が支出した合理的な費用を賠償すべきだと主張す
る裁判所、たとえば北京市第一人民法院は、このようなやり方をとって
(54)
いる。も
し権利者が依頼している代理人が弁護士でなく、知的財産権専門家でもなけれ
(53) Black’s Law Dictionary,at 117,(5?ed.1979).
(54) 英特莱格公司が、可高（天津）有限公司、北京市復興商業城を著作権侵害を理由に訴え
た事件。北京市第一中級人民法院（1999）一中知初字第132号民事判決。
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ば、この代理費用の支出は合理的でなく、裁判所は賠償を命じなくてよい。
第２の問題は、勝訴の被告に対する賠償の問題である。筆者は、ドイツ法、英
国法及び米国法上のやり方に賛成する。民事訴訟において、原告・被告の訴訟権
利は平等である。被告が、自身の利益を守るために、侵害の訴えに対して抗弁又
は「防御」に成功した場合、支出した弁護士費用は、原告が起こした訴訟により
生じた損失であり、原告が賠償しなければならない。この点は、知的財産権訴訟
において特に重要である。知的財産権制度の設立は、権利者を保護するだけでは
なく、社会公衆の利益を守るためでもある。権利侵害で訴えられた者が、訴えに
対して抗弁に成功した場合は、社会公衆に被告の行為は法律に許された行為であ
ることを示している。被告又はその他の社会公衆は、事件に関係する権利侵害と
認めない知的財産権を自由に利用して、新たな開発又は創造を行い、知的財産権
制度の目的を実現しているのである。中国の一部の裁判所もこの方法を採用して
いる。たとえば、北京市第一中級人民法院は、北京市火星人電信工程公司が北京
尚洋電子技術有限公司に対してコンピューターソフトの著作権侵害を理由に訴え
た事件において、原告の訴えは認められず、訴権の濫用に属すると判断し、被告
の請求により、原告の訴訟請求を棄却すると同時に、原告に対して被告が訴訟の
ために支出した合理的な費用（弁護士費用を含む）計16895元を賠償するように命
じ、双方当事者とも上訴しなか
(55)
った。
３ 権利者が権利侵害を制止するために支出した弁護士費用を含む合理的な費
用は、直接損失であるか間接損失であるかの問題
実務において、権利者が権利侵害を制止するために支出した合理的な費用、た
とえば、弁護士費用、公証費、交通・食事・宿泊費、会計審査の費用などは、間
接損失であり、賠償すべきで
(56)
あると主張する学者がいる。筆者の考えでは、これ
らの費用の支出は権利者の財産の減少をもたらし、直接に権利侵害行為によりも
たらされたのであって、直接損失に含めるべきである。しかし、これらの費用の
賠償問題についての見解の相違はあまり実際の意義を有しない。
(四）判決前の利息（Pre-judgment Interest）は、賠償の範囲に含めるべきか否
か
裁判所が下した賠償額に関して、権利侵害者が権利者に判決前の利息を支払う
べきか否かの問題は、中国法では特に規定を設けていない。知的財産権訴訟は、
(55) 北京市第一中級人民法院（1996）一中知初字第39号民事判決。この裁判例において、被
告は、また、原告の訴権濫用により名誉と経済損失をもたらされたことを理由に、裁判所に
対して、原告は被告に公開謝罪し、且つ経済損失６万元を賠償するよう請求した。裁判所
は、この請求は当該事件の審理範囲ではないことを理由に、受理しなかった。
(56) 前掲注13。
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複雑な訴訟であり、５年以上の時間を費やす事件も、国に関係なく珍しくない。
権利者が十分な賠償を獲得でき、権利侵害者に如何なるメリットも与えないよう
にするため、中国法も外国の司法経験を採用
(57)
して、判決前の利息賠償制度を確立
すべきである。
三 賠償原則
賠償原則は、裁判所が賠償義務者の具体的な賠償範囲を確定する時に適用する
原則である。ある学者は、中国では５種類の賠償原則、すなわち全部賠償原則、
財産賠償原則、損失と利益の相殺原則、過失相殺原則及び衡平原則が存在すると
(58)
説く。筆者は、知的財産権侵害の損害賠償において、最も重要な原則は、全部賠
償原則、衡平原則及び損失と利益の相殺原則の三つであると考える。
全部賠償原則は、加害者が権利者に実際の損害をもたらし、賠償義務者が全部
賠償を負う原則を指す。これは、中国民事損害賠償の基本原則である。
衡平原則は、国内の学者が主張する原則であり、その法律根拠は、中国民法通
則第４条に規定する公平原則であり、公平原則と称することもできよう。しか
し、学者によって、すでにこの衡平の色彩を有する概念が創設され、また公平原
則と区別することもできると主張する裁判官もいる
(59)
ので、筆者もここで「衡平原
則」と呼ぶことにする。衡平原則は、学者や裁判官の解釈によると、主に権利侵
害の損害賠償の範囲を確定するときに当事者の経済状況等の諸要素を考慮し、賠
償責任がより公平であるようにすることを
(60)
指す。しかし、当事者の経済状況は、
知的財産権損害賠償の訴訟において、裁判所が賠償を確定する時に考慮すべき要
素となりにくい。たとえば、ある登録資本金が10万元しかなく、かつ倒産に瀕し
ている小さい会社は、マイクロソフトのWin98のソフトを複製し、マイクロソ
フトは、裁判所に訴えを起こしたとする。両者の経済実力の差は言うまでもな
く、裁判所は、権利侵害の成立を認定し、被告が賠償責任を負うことになった場
合には、権利侵害者の賠償責任を減軽し免除してはならない。同様に、もしある
著名な作家が、ある貧乏人の500字ほどの美文を盗用すれば、権利侵害が当然成
立するが、裁判所は、当該著名作家の賠償責任を拡大し、権利侵害を被った者の
(57) たとえば、米国最高裁判所は、1983年に審理した General Motors Corp.v.Deves Corp.
事件において、正当な理由がある他、一般に、裁判所は、権利侵害者に対して特許権者に判
決前の利息を支払うように判じ、特許権者に充分な賠償を与えなければならない、と判じ
た。461U.S.648,217USPQ1185(1983).
(58) 楊立新『民法判解研究与適用』人民法院出版社、1999年、219頁。
(59) 前掲注13。
(60) 前掲注１、334頁、同注13．
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衣食の問題の解決まで図ってはならない。たとえば、米国第７巡回上訴裁判所裁
判官 Posnerは、ある商標権侵害事件の判決において、「『衡平』は裁判官の再分
配の事由ではない。法律は Robin Hoodが起草したものでは
(61)
ない」と説いた。
しかし、裁判官がある損害は合理的な賠償を与えるべきだと確定するとき、衡平
原則は確かに非常に重要な役割を果たしている。たとえば、裁判官が、権利者に
よる権利侵害制止費用及び弁護士費用を損失として、加害者に賠償させる場合、
これらの費用の中のどの支出が本当に必要か、金額は合理的であるかについて、
公平原則により衡量する。
損益相殺原則は、損益同銷原則とも称し、賠償の権利者が損害と同一の原因で
利益を受けた場合、賠償額内において利益を控除しなければならず、賠償義務者
がその差額部分のみを賠償する原則で
(62)
ある。知的財産権侵害行為自体は、権利者
に利益を与えに
(63)
くい。しかし、加害者の賠償責任を確定するとき、権利者が利益
を獲得しうることを排除しない。たとえば、第五章において、権利侵害道具及び
権利侵害製品の処分について、もし加害者がこれらの物品を権利者に引渡して処
分する場合、これらの物品は、廃棄しなければ権利侵害の更なる発生を制止する
ことができなくなるのではなく、物品を分解すればよい場合、分解後の部品が、
権利者にとって使用価値のある場合には、権利者はこの中から利益を獲得すると
みなし、加害者が負うべき賠償額からこの部分の利益を除かなければならない。
この三つの原則は、互いに衝突せず、一部の事件において同時に適用すること
がある。しかし、全部賠償原則は、民事損害賠償（知的財産権侵害の損害賠償を含
む）の中の最も重要な原則である。当該原則は、賠償義務者の基本的な賠償範囲
を確定する。基本的な賠償範囲を確定した後、裁判官は、個別事件の具体的な状
況により、衡平原則又は損益相殺原則を適用して賠償義務を有する者が負うべき
賠償額を決める。
中国における知的財産権侵害の損害賠償に適用される全部賠償原則は、Trips
(61) Louis Vuitton S. A. v. Lee, 875F.2d 564(7?Cir.1989);“Equity is not a roving
 
mission to redistribute wealth from large companies to small ones.The Lanham Act
 
was not written by Robin Hood.”
(62) 前掲注１、329頁。
(63) 確かに、場合によっては、ある知的財産権の保護を受けている新しい製品が市場に登場
するにつれ、多くの偽物が大量に出回ることによって、真正製品の市場が刺激され、権利者
の製品を宣伝するような広告効果もあり、真正製品の販売量が増加することもあるので、権
利者が他人の権利侵害行為から利益を得られるように見える。しかし、これは「病態」利益
に過ぎず、模倣品が合法製品の名声・信用又は権利者の商業信用・名誉にもたらした損害の
拡大に伴い、また市場におけるこの製品の飽和状態により、権利侵害が権利者に危害が生じ
させるようになる。
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協定の規定にも符合している。当該協定第45条第１項に規定する原則又は基準
は、「賠償金額は、知的財産権者が権利侵害により受けた損害の補償に足りるも
の」である。この原則は、「賠償に足りる原則」と称されている。知的財産権者
が受けた実際の損害をすべて賠償することは、理論上から言えば、知的財産権者
が権利侵害によって受けた損害を賠償してもらえるということである。指摘しな
ければならないのは、全部賠償原則は、単に「賠償に足りる原則」の最低線又は
最低要求であり、両者は等号ではないということである。
四 損害賠償の性質
中国民法学界において、かつて損害賠償の性質（すなわち補償的か懲罰的か）の
問題について論争があった。通説は、損害賠償は主に補償的であると同時に、懲
罰的な性質も有すると
(64)
した。知的財産権侵害の損害賠償は、この点においては典
型的である。中国法によると、知的財産者が権利侵害により受けた実際損害に対
する賠償は、権利者に対する補償を体現している。知的財産権者に対する損害賠
償額の計算方法のなかで、二種類の方法が権利侵害者への懲罰を体現する。第一
の方法は、侵害された知的財産権のライセンス料金の倍数により賠償金額を確定
(65)
する。司法実践において、裁判官は、通常のライセンス料金を賠償の基準とせ
ず、通常のライセンス料金の２倍～５倍の料金により賠償金額を確定する。もし
通常のライセンス料金を賠償基準とすれば、権利侵害者にとって、権利侵害行為
を実施しても額外の危険の心配がない。ばれたら、通常のライセンス料金だけ払
えばよく、ばれなければ、すべてよしである。この種の判決の結果は、権利侵害
者の権利侵害を提唱することになる。したがって、通常のライセンス料金の２倍
～５倍の範囲で賠償額を確定することは、権利侵害者に対する懲罰を体現し、社
会大衆にとっても見せしめの役割を果たす。
第二の方法は、法定賠償額の範囲内で賠償額を確定する方法である。知的財産
権領域の法定賠償制度は、外国法上の制度を導入したものである。たとえば、米
国1976年著作権法は、著作権侵害の法定賠償を規定して
(66)
いた。著作権者が、その
権利侵害によって被った損害であること、あるいは権利侵害者が権利侵害により
利益を得たことを証明できず、あるいは裁判所が、以上の二つの方法はいずれも
権利者への賠償に足りないと判断した場合、裁判所は、権利侵害者に対して法定
賠償責任を負うように命じることがで
(67)
きる。これは権利侵害者に対する懲罰を体
(64) 前掲注１、369頁。
(65) 中国知的財産法におけるこの種の算定方法の歴史沿革については、本章第二節で論述す
る。
(66) Copyright Act of1976,?504(c);17U.S.A.?504(c).
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現したものである。中国の知的財産権法に規定する法定賠償は、適用条件におい
て異なるところはあるが、明らかに権利侵害者に対する懲罰的な目的を有する。
中国の知的財産権の司法実践において、権利侵害者に対して懲罰的な賠償額又
は懲罰的な賠償原則を取り入れるべきかどうかについては論争が
(68)
ある。英米法で
は、賠償金の種類が多く、たとえば補償的な賠償金（Compensatory Damages）、
象徴的な賠償金（Nominal Damages）、懲罰的又は懲戒的な賠償金（Punitive or
 
Exemplary Damages）、法定賠償金（Statutory Damages）等の賠償金が、それぞ
れの状況に応じて適用される。目下、国内の一部著作は米国の知的財産権侵害の
損害賠償を論じるとき、みな米国は懲罰的な損害賠償原則を採用していると述べ
る。これは、米国法に対する誤解である。懲罰的な賠償金は、米国知的財産権侵
害の紛争において、営業秘密事件にしか適用でき
(69)
ない。商
(70)
標権や著
(71)
作権の侵害事
件には適用されない。なお特許法上の賠償原則が懲罰的な損害賠償に属するかど
うかは、一貫して論争のある問題で
(72)
ある。懲罰的な賠償を適用する事件の場合、
権利侵害者の故意又は悪意での権利侵害が、裁判所により懲罰的な賠償が命ぜら
れる前提で
(73)
ある。中国民法の原理により、権利侵害者の過失の程度は、原則的に
権利侵害者が負う賠償責任に影響を与えない。もし権利者が懲罰的な賠償額を獲
得し、当該金額は実際に受けた損害を超え、権利者が他人の権利侵害行為の中か
ら利益を得ることになってしまうと、これは中国の法律及び伝統道徳に相反する
ものとなる。懲罰的な賠償は、当然権利者が受けた損害の補償に足りるものであ
り、Trips協定第45条第１項の「賠償に足りる」原則に符合している。たとえ
ば、Trips協定の加盟国が懲罰的な損害賠償原則を採用するかどうか、それは自
らの権利と自由に委ねられている。中国法上確立した全面賠償原則は、すでに一
(67) Blackman v. Hustler Magazine, Inc.,800F.2d 1160,(C.A.D.C.1986).
(68) 前掲注13、蔣志培「Trips協議肯定的知識産権侵権賠償的帰責原則和賠償方法」『法律
適用』、2000年第10期。
(69) 1979Uniform Trade Secret Act?4(b),“If willful and malicious misappropriation
 
exists,the court may award exemplary damages in an amount not exceeding twice any
 
award made under subsection (a).”
(70) 商標権侵害及び不正競争事件において、米国の連邦法律 Lanham Actは、懲罰的な賠
償金規定も設けている。
(71) Budget Cnima, Inc.v. Watertower Inc.,81F.3d729,(7?Cir.1996),“Copyright Act
 
contains no provision for treble damage,and punitive damage are similarly unavailable
 
in copyright infringement suits”.
(72) 前掲注48、?20.03［4］［b］［iii］at 20-336.
(73) トレード・シークレット侵害事件について、Sofiel, Inc. v. Dragon Med. & Scientific
 
Communications Ltd.,891F.Supp.935(S.D.N.Y.1995).
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定の懲罰性を体現しており、目下の状況において、懲罰的な賠償原則規定を増や
す必要がない。
第二節 知的財産権侵害の賠償金額の計算方法の変遷及び現行賠償金額の
計算方法の評価
一 賠償金額計算方法の変遷
知的財産権侵害の賠償金額の計算方法は、中国法において変遷を経ており、二
つの段階に分けられる。中国は、2000年～2001年にかけて、主要な知的財産権の
部門法に対して改正を行なった。この時期がその画期をなす。
(一）主要な知的財産権法の部門法改正前
中国の主要な知的財産権部門法が改正される以前、特許法、商標法、著作権法
及び不正競争防止法に規定する賠償金額の計算方法は、ばらばらであった。
１ 特許法
特許法自身は、権利侵害賠償金額の計算方法について規定していなかった。最
高人民法院が1992年12月29日に公布した「特許紛争事件を審理するうえでの若干
の問題についての解答」第４条は、特許権侵害問題について以下のような解釈を
下した。特許権侵害の損害賠償とは、公正の原則を貫徹し、特許権者が権利侵害
行為により受けた実際の損失の合理的な賠償を得るようにすることである。特許
権侵害の損失の賠償額は、以下の方法により計算することができる。（１）特許
権者が受けた実際の経済損失を損失の賠償額とする。（２）権利侵害者が権利侵
害行為により獲得した全部の利潤を損失の賠償額とする。（３）特許のライセン
ス使用料より低くない合理的な金額を損失の賠償額とする。裁判所は、事件の異
なる状況により上述の三種類の計算方法を選択して適用することができ、双方当
事者が相談によりその他の合理的な計算方法を決めることができる。
２ 商標法
商標法第39条は、権利侵害の賠償額の計算方法について規定を設けており、権
利侵害者が権利侵害期間において権利侵害により獲得した利潤又は被害者が侵害
を受けている間に受けた損失により計算すると規定する。最高人民法院は、1985
年11月６日に出した「商標権侵害の損失の賠償額及び権利侵害期間を如何に計算
するかについての問題の回答」において、商標権者はその受けた実際の損失額に
より賠償を求めることができ、権利侵害者が権利侵害期間内に獲得した利潤（元
本以外のすべての利潤を指す）を賠償額として請求することができるとした。この
二種類の計算方法については、商標権者が選択権を有する。
３ 著作権
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著作権及び「コンピューターソフト著作権の保護条例」は、権利侵害賠償の計
算方法について規定を設けておらず、最高人民法院もこの問題に対していかなる
司法解釈も行っていない。国家版権局は、関連文書において、権利侵害の賠償額
は、権利侵害行為が著作権者に与えた実際の損失または権利侵害者のすべての不
法所得により計算することができ、著作権者の合理的に期待できる収入の２倍
～５倍により計算することができると
(74)
した。ここでいう「合理的に期待できる収
入」とは、権利侵害された作品又は同類の作品の市場価額又は権利者が譲渡ある
いは著作権の使用許諾により得べき利益を
(75)
指す。裁判所は、著作権侵害の賠償額
を計算するときに常に上述の版権局の規定を参照する。
４ 不正競争防止法
不正競争防止法第20条は、不正競争防止行為は、被害者たる経営者に損害をも
たらした場合、賠償責任を負わなければならず、被害者たる経営者の損失が計算
できなければ、権利侵害者が権利侵害期間において獲得した利潤を賠償額とする
と定めている。
上述の規定からみると、知的財産権領域における損害賠償の計算方法は必ずし
も一致しているわけではない。しかし、裁判所は、知的財産権侵害の賠償額を確
定するとき、基本的に以下の三つの計算方法を採用している。（１）権利者が権
利侵害により受けた実際の損失。（２）権利侵害者が権利侵害により獲得した非
合法的な利益。（３）事件に関係する知的財産権の市場価値、たとえば合理的な
ライセンス使用料により賠償額を確定する。この他、裁判所は、定額賠償の方法
により賠償額を確定することもできる。いわゆる定額賠償とは、権利者が権利侵
害により受けた損害及び権利侵害者が権利侵害により獲得した利益が共に確定し
がたい事件において、裁判所が一定額の範囲内で確定する賠償額のことである。
定額賠償は、法定賠償に類似する概念であるが、違いもある。定額賠償は裁判所
がその裁判経験により確定した賠償金額であり、それがどの程度なのかは法律上
の根拠がない。これに対して、法定賠償は法律に直接に規定する賠償制度であ
る。定額賠償の概念が中国において最初に登場したのは、最高人民法院の「全国
の一部の法院による知的財産権裁判業務の座談会紀要」においてで
(76)
ある。当該紀
要において確定した定額は、5000元から30万元であり、裁判所は、侵害された知
(74) 国家版権局の1994年12月２日「『撮影等の美術作品の権利侵害賠償額をどのように確定
するかについての請示』に対する回答の函」、権弁字［1994］第64号。
(75) 国家版権局版権司の1998年４月８日「海賊版事件の不法の経営額の算定についての解
答」、権司［1998］第14号。
(76) 最高人民法院1998年７月20日発、法［1998］65号。1995年６月21日、北京市高級人民法
院が公布した「コンピュータソフト著作権紛争事件の審理についてのいくつかの問題の意
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的財産権の類型、評価価額、権利侵害の持続期間、権利者が侵害により受けた商
業上の信用・名誉の損害等の要素に基づき、定額賠償の範囲内で賠償額を決める
ことができる。
(二）主要な知的財産権部門法の改正後
中国の主要な知的財産権部門法が改正された後、すべての法で権利侵害の賠償
額の計算方法についての規定が設けられた。
１ 特許法
特許法第60条は、「特許権侵害の賠償額は、特許権者が権利侵害により被った
損失、又は権利侵害者が権利侵害により獲得した利益によって確定する。特許権
者が被った損失又は権利侵害者が獲得した利益の確定が困難な場合は、当該特許
のライセンス使用料の倍数を参考にして合理的な額を決める」と規定する。最高
人民法院の「特許紛争事件を審理するうえでの法律適用問題に関する若干の
(77)
規定」第21条は、賠償額の計算について以下のような解釈を下した。権利被害者
の損失又は権利侵害者が獲得した利益を確定できない場合、参照できる特許のラ
イセンス使用料があれば、裁判所は、特許権の類別・権利侵害者の権利侵害の性
質及び状況、特許ライセンス使用料の金額、当該特許の許諾の性質・範囲・時間
等の要素により、当該特許ライセンス使用料の２倍から３倍の金額を参考にして
賠償額を確定する。但し、多くても、50万元を超えてはならない。最高人民法院
は、この条文は、特許法が法定賠償について規定していない「欠陥」を補うため
のものであると説明している。
２ 商標法
商標法第56条は以下のように規定している。商標専用権侵害の賠償額は、権利
侵害者が権利侵害期間において得た利益、又は権利被害者が権利侵害を受けた期
間において権利侵害により被った損失、権利被害者が権利侵害行為を制止するた
めに支出した合理的な費用を含む。権利侵害者が権利侵害により得た利益、又は
権利被害者が権利侵害により被った損失を確定できない場合、裁判所は、権利侵
害行為の情状により50万元以下の損害賠償を命じる。
３ 著作権法
見」において、すでに類似の規定があった。すなわち「権利者の実際の損害又は権利侵害者
の権利侵害により獲得した利益の確定が困難なとき、権利侵害者が5000元から３万元の賠償
をしなければならない。もし権利侵害者に、自らの行為が権利侵害になることを知らないこ
とを証明する確かな証拠があり、且つ権利侵害の結果が重大ではない場合には、情状酌量し
て賠償額を5000元以下まで減らすことができる」。ただし、当該意見は「定額賠償」の概念
には触れていない。
(77) 2001年６月22日公布、2001年７月１日から施行、法釈［2001］21号。
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著作権法第48条によれば、著作権又は著作に関する権利を侵害した場合、権利
を侵害した者は、権利者の実際の損害に応じて賠償しなければならない。実際の
損失を算定することが困難な場合、権利侵害者の非合法的な所得により賠償する
ことができる。賠償額は、権利者が権利侵害行為を制止するために支出した合理
的な費用をも含まなければならない。権利者の実際の損失又は権利侵害者の違法
所得を確定することができない場合、裁判所は、権利侵害行為の情状により、50
万元以下の賠償を命じることができる。
上述の法律の改正により、知的財産権侵害の賠償額の算定については明確な法
律根拠を有するようになっており、最高人民法院が前世紀に出した関連司法
(78)
解釈
はすでに廃止されただけではなく、法定賠償の登場により定額賠償も歴史の舞台
から退くことになった。
二 現行賠償金額の算定方法への評価
筆者の考えでは、中国で2000年～2001年にかけて改正された知的財産権単行法
が規定する賠償金額の算定方法については、なお不十分な点がある。それは、主
に以下のとおりである。
(一）さまざまな法律で、同一の概念を表現するときに用いる言葉が一致しない。
たとえば、「権利者への賠償」、すなわち誰が賠償を獲得することができるかと
いう概念を表現するとき、商標法は、「権利侵害を受けた者」という表現を用い
るが、著作権法は、「権利者」という言葉を用いている。特許法は、「権利者」と
「権利侵害を受けた者」を共に用いており、不正競争防止法は、「侵害を受けた経
営者」という概念を使用している。また、「権利を侵害して利益を得る」という
概念について、特許法と商標法は、「権利侵害により獲得した利益」を用いてお
り、著作権法は、「不法所得」を使用しているが、不正競争防止法は、「権利侵害
により獲得した利潤」を用いて
(79)
いる。これらの概念を使用するとき、直接に
Trips協定第45条の表現方法を借用することができ、「権利者への賠償」につい
て直接に「権利者」（the Right Holder）を用いることができ、権利侵害者が権利
侵害により獲得した利益について、直接に「非法獲利」を使用する。ここでいう
(78) 2001年12月24日、最高人民法院裁判委員会第1202回会議で採択され、2000年末までに公
布された司法解釈の廃止目録（第四グルプ）。最高人民法院が1992年12月29日に公布した
「特許紛争案件の審理についての若干の問題の解答」及び同院が1985年11月６日に公布した
「商標権侵害における損失賠償額及び権利侵害期間を如何に算定するかについての問題の批
復」は、同時に廃止された。
(79) これらの異なる用語は、部門立法の後遺症であろう。立法者は、一部の法を採択すると
き、その他の法、特に同じ部門内のその他の法との協調問題に注意しなければならない。
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「利」は、［利潤］（Profit）を指すのであって、［利益］（Interest）ではない。権
利侵害者が権利侵害により獲得した利潤以外の利益は、確定困難のため、賠償を
命じることができない。
(二）さまざまな法律の間で、賠償金額の算定方法についての適用順序の規定
が一致しない。
特許法と商標法は、権利侵害の賠償額について、権利侵害を受けたことにより
被った損失又は権利侵害者が権利侵害により獲得した非合法的利益に基づいて算
定することができる、と規定している。しかし、著作権法と不正競争防止法は、
賠償金額について、まず権利者が権利侵害により被った実際の損失に基づいて算
定し、実際の損失の算定が困難な場合には、権利侵害者の非合法的な所得又は権
利侵害により得た利潤により算定する、と規定している。
前述したいくつかの賠償算定方法の適用順序について、筆者は、法理上からい
えば、中国著作権法又は不正競争防止法のモデルを採用すべきであり、まず権利
者が受けた実際の損失により賠償額を算定しなければならないと考える。当該実
際の損失の算定が難しい場合に、はじめて権利侵害者の非合法的な利潤により賠
償額を算定するか、あるいは権利者の期待できる利益の損失、すなわち事件に関
連する知的財産権の合理的な市場価値（たとえば合理的なライセンス使用料）に基
づいて賠償額を確定すべきである。権利者の実際の損失の算定が困難な場合、法
律は、権利者の期待できる利益の損失を実際の損失とするか、又は不当利得の原
理により権利侵害者が得た非合法的な利益により賠償し権利者に返還するとして
いる。したがって、法理上、法律は、権利者が受けた実際損失を第一賠償額の算
定方法として規定し、双方当事者が権利者の受けた実際の損失を明らかにするこ
とが先決であることを示している。しかし、この種の計算方法も問題がある。そ
れは、権利者が権利侵害により受けた損失及び権利侵害者の非合法的な所得を明
らかにすることができ、かつ権利侵害者の非合法的な所得が権利者の損失よりも
多い場合に、当該余剰額はどのように処理するかという問題である。民法原理か
らいえば、権利侵害者が権利侵害により獲得した利益は、不当利得の範疇に属す
るので、余剰金額は、権利侵害者が獲得した不当利得の一部分である。この不当
利得は、権利侵害者の所有に属するのか。そういうことはあり得ない。さもない
と、権利侵害の者はその権利侵害行為の中から利益を得ることになり、それは正
義の最も基本的な原則に違背することになる。では、この部分の不当利得は、権
利者に返還すべきか。これもやはりできない。中国の司法実践からいえば、権利
侵害行為により生じた不法利得を返還する債と権利侵害行為の債が競合する場合
には、法律は、権利者に一個の請求権の選択・実現しか認めておらず、両者の請
求権を同時に実現させることはできない。したがって、もし権利者がすでに損害
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賠償請求権を選択した場合には、賠償額以外の余剰額について返還請求をなすこ
とは困難と
(80)
なる。もしこの弊害を克服できれば、現在民法原理が抱えている制限
から脱却でき、権利者が、権利侵害訴訟において損害賠償請求権と不当利得の返
還請求権を同時に行使することができるようになる。つまり、権利侵害者が先に
権利者の実際の損失に対して賠償を行い、その非合法的な所得利潤の中の実際損
失を超えた部分について、権利者に不当利得返還の責任を負う。このようにする
ことによって、権利者は損害賠償の訴えの利益を獲得するだけではなく、不当利
得返還訴訟の利益も得ることが
(81)
でき、それと同時に、獲得した賠償総額は、法律
に禁止されている二重取り (Double Recovery)にもあたらない。米国の商標法・
著作権法及びトレード・シークレット法は、この種の立法モデルを採用して
(82)
いる。
中国特許法と商標法は、権利者の実際の損失又は権利侵害者の非合法的な手段
で獲得した利益により権利者の獲得すべき賠償額を算定する方法を採用している
が、この方法も悪くない。この場合、権利者は、選択権を有し、権利侵害を受け
たことにより被った実際の損失及び権利侵害者が非合法的な手段で獲得した利益
を明らかにすることができ、かつ権利者が受けた実際の損失が権利侵害者の非合
法的な手段で得た利益よりも大きい場合、道理にもとづきその実際の損失を基準
として賠償額を算定する。もしその実際の損失が計算できないか、非合法的な手
段で得た利益の方が大である場合は、権利侵害者の非合法的な手段で得た利益の
方を選択して賠償額を算定する。このようにすることで、権利者に対する全部賠
償の原則を体現でき、権利者が権利侵害の損害賠償訴訟だけ提出すればよいので
ある。英国は、この種の立法モデルをとって
(83)
いる。
以上の分析からすると、中国特許法と商標法が規定する賠償方法は、現行法体
(80) 前掲注１、第114～119条。
(81) 被告に賠償責任を負担させると同時に、その他の形式の民事責任をも負わせるように、
裁判所に対して如何に申し立てるか。
(82) Trademark Act of1946?35provides that the plaintiff shall be entitled to recover
(1)defendant’s profits,(2)any damages sustained by the plaintiff,and the costs of the
 
action;the Copyright Act of1976?504also provides that the copyright owner may
 
recover its actual damages and any additional profits of the infringer;1979Uniform
 
Trade Secret Act ?3(a) provides “In addition to or in lieu of injunctive relief, a
 
complainant may recover for the unjust enrichment cased by misappropriation. A
 
complainant also may recover for the unjust enrichment cased by misappropriation that
 
is not taken into account in computing damages for actual loss.”
(83) Hamilton-Brown Shoe Co.v. Wolf Bros.& Co.,240U.S.251,259,“In the courts of
 
England,the rule seems to be that a party aggrieved must elect between damages and
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系の下では、簡単で執行しやすい方法であるといえる。中国著作権法と不正競争
防止法に規定する賠償方法は、最も全部賠償の原則を体現した方法である。しか
し、もし権利侵害者が賠償責任を負った後に、さらに権利侵害行為の中から利益
を得ることができる問題を解決するためであれば、司法実践を通じて、現行の民
法原理の制限を打破する必要がある。中国の特許法と商標法に規定する賠償金額
の算定方法は、著作権法と不正競争防止法に規定する算定方法と異なっている。
立法の角度からみると、これらの法律間で異なる賠償算定方法を規定する理由が
ない。法律上の規定の統一を図るため、中国知的財産権単行法の賠償額算定方法
は、統一しなければならない。
(三）法定賠償制度は、本来あるべき効果を発揮していない。
中国の現行知的財産権部門法の単行法の関連規定によると、法定賠償は、権利
者が得るべき賠償額を確定するための最後の方法である。権利者が受けた実際の
損失、権利者が獲得した非合法的な利益、ないし事件に関係する知的財産権の合
理的なライセンス使用料がすべて確定しがたい場合に、裁判所ははじめてこの法
定賠償を適用することがで
(84)
きる。しかも、特許法を除き、商標法及び著作権法
は、法定賠償金額の下限について規定を設けてい
(85)
ない。外国の法定賠償の立法例
を見てみると、法定賠償は、主に二つの問題を解決する。第一に、権利者の実際
の損失又は権利侵害者の非合法的な所得利益の確定が困難な場合に、権利者に対
する賠償問題を解決する。第二に、当事者の訴訟コストを軽減し、司法効率を高
める。たとえば、米国著作権訴訟では、もし権利者が最低の法定賠償額を選択し
た場合、権利者が受けた実際の損失又は権利侵害者が非合法的に得た利益につい
て挙証する必要が
(86)
なく、しかも裁判所が判決を下す前であればいつでも法定賠償
を選択することができることとなって
(87)
いる。しかし、中国知的財産権法に規定す
る法定賠償は、この２つの問題を解決していない。第一の問題について。著作権
profits,and cannot have both.”
(84) 中華人民共和国商標法（2001）第56条、中華人民共和国著作権法（2001）第46条、及び
最高人民法院「特許侵害事件を審理するうえで適用する法律についての若干の問題に関する
規定」第21条。
(85) 最高人民法院の司法解釈に規定する最低法定賠償額は、5000元である。しかし、商標法
及び著作権法に規定する法定賠償額の幅は、50万元以下であり、文言上では、当該法定賠償
の下限は０元と解することができ、つまり、賠償しなくてもよいと解することができるので
ある。しかしながら、この種の「下限」は実践にとって何らの意味もなさない。私見では、
著作権事件及び商標権事件の法定賠償も最低額の規定を設けるべきであり、著作権と商標権
の区別を考えると、著作権事件の法定賠償額の最低限は1000元とし、商標事件の法定賠償額
は5000元とする。
(86) House Report,H.R.Rep.No.94-1476,94th Cong.,2d Sess.161-63（1976).
早法85巻１号（2009）298
者及び商標権者に対する法定賠償は、実質的な意味での下限がなく、裁判官に与
えた自由裁量権が大きすぎ、権利者への保護が不十分である。第二の問題、すな
わち当事者の訴訟コストを軽減し司法効率を高めるという問題については、中国
の現行の法定賠償制度は、全く言及していない。
知的財産権侵害訴訟は、非常に複雑な訴訟である。このことは、一面では、権
利侵害の確定の面に、また他面では、損害賠償額の算定の面に体現されている。
権利侵害の確定は、複雑ではあるが、法律上の問題であり、弁護士及び裁判官の
レベルを高めることにより、相対的には容易に解決できるようになった。しか
し、損害賠償金額の算定については、事実問題と法律問題の両方に関わってい
る。権利者が受けた損失又は権利侵害者の非合法的な所得利益の確定のようなも
のは、多くの場合、会計士などの外部の力を借りなければ確定できない。会計士
の参加により、訴訟コストの支出が大きく増加することになる。たとえば、北京
において、中小企業の一年分の財務帳簿の審査・会計には、約２万元の費用がか
かる。もし権利侵害の期間が長年にわたった場合には、その支出は決して少なく
ない。訴訟法の規定によると、審査・会計の費用は、敗訴側がこれを負担するこ
とになり、双方当事者の訴訟リスクを増すことになる。当事者の賠償問題に対す
る挙証、反対証拠提出、また、関連財務帳簿に対する審査は、裁判所及び当事者
にとって大量な時間を費やすことになり、司法の効率に影響を与えてしまう。
中国の伝統的な文化の影響を受け、中国人は基本的に理を重んじる一方で、利
益を軽視する。ここでの「理」は、公理を指すのか、それとも是非曲直を指すの
か。多くの人が訴訟を起こす目的は、単に公正な見解を求めているためであり、
賠償額の多少についてはそれほど気にかけているわけではない。知的財産権訴訟
においても例外ではなく、実務では、原告が被告に対して一元又は一分（一元の
百分の一）の賠償しか要求しない事件も発生して
(88)
いる。したがって、私見では、
中国の知的財産権法定賠償制度は、外国の例を参考にし、著作権及び特許権侵害
の法定賠償の規定に対しては実質的な意味のある下限を設けるべきであり、且
つ、もし権利者が最低の法定賠償額を求める場合には、実際の損失、権利侵害者
の非合法的な所得利益、あるいは知的財産権の合理的なライセンス使用料等につ
いて挙証する必要がなく、しかも裁判所が判決を下す前にいつでもこの種の賠償
を求めることができるように規定するのがよいと考える。こうすることで、法定
賠償制度の目的を実現できる。
(87) Copyright Act of1976,?504(c);17U.S.C.A.?504(c).
(88) ?“王致和”著名商標与一元銭侵権賠償」宿遅主編『知識産権名案評析』人民法院出版
社、1996年、98～103頁。
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三 賠償金額の最低線の問題
私見では、法定賠償は、最低額の制限を設けるべきであり、また同様に、権利
者が受けた実際の損失又は権利侵害者の非合法的な所得利益により賠償額を算定
する場合も、最低額又は最低線を設ける必要がある。この最低線は、事件に関連
する知的財産権の市場価格、たとえばライセンス使用料を基準にすべきである。
合理的なライセンス使用料を賠償金額の最低線とする立法モデルは、米国の特
許法に由来する。当該特許法第284条は、裁判所が判決で命じる賠償額は、いか
なる場合にも、特許の合理的なライセンス使用料より低くなってはならない、と
規定
(89)
する。米国商標法、著作権法には、このような規定がなく、裁判所もこのよ
うな判例を出したことがないが、私見では、この原則は、他の法律にも取り入れ
るべき原則であり、中国の法律にとっても参考になる。
排他的な権利は、知的財産権の価値の最も重要な権利をなす。知的財産権者
は、自ら権利を行使することもできれば、他人に権利行使を許諾したり禁止した
りすることもできる。知的財産権者と被許諾者が自らの意思で合意したライセン
ス使用料は、知的財産権の合理的な市場価値を体現しており、知的財産権者以外
の者が当該知的財産権を使用しようとするときに支払わなければならない合理的
な対価でもある。もし他人が無断で当該知的財産権を使用し、権利侵害を構成す
る場合、権利者に与えた実際の損害は、僅か５万元で、非合法的な所得は３万元
に過ぎないが、当該知的財産権の合理的なライセンス使用料は、10万元である場
合には、この10万元は権利者が獲得する最低の賠償額になる。この賠償額は、権
利侵害行為に対して抑止の役割を果たし、社会の公衆が知的財産権を尊重し、知
的財産権の許諾又は譲渡の方法を通じて合法的に他人の知的財産権を使用し、他
人の権利を勝手に使用するのを抑制することになる。勿論、この種の方法と中国
の知的財産権侵害の全部賠償原則とは矛盾せず、上述の状況において、知的財産
権の合理的なライセンス使用料10万元を権利者の予想利益の損失、すなわち権利
者の実際損失とみなして、権利侵害者が賠償しなければならない。しかし、指摘
しなければならないのは、この種の賠償は、権利者が主張し且つ挙証した後に、
はじめて裁判所が適用することができるということである。
(89) 35U. S. C. A.?284, “Upon finding for the claimant the court shall award the
 
claimant damages adequate to compensate for the infringement,but in no even less than
 
a reasonable royalty for the use made of the invention by the infringer,together with
 
interest and costs as fixed by the court.”
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